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建設機械の確認に関する実施要領 

   第１章 総  則 

１ 趣旨 

  競争入札参加資格審査における建設機械ならびに入札参加資格要件審査における

建設機械および当該建設機械の運転または操作をする技能者（以下「オペレータ」

という。）については、この要領に定めるところにより、その所有および作動の状況

ならびに施工の実態について実地確認を行うものとする。 

２ 定義 

  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 ⑴ 競争入札参加資格審査 建設工事の請負契約等に係る競争入札の参加者の資格

等（平成１０年福井県告示第７４９号）に定めるところにより、福井県が発注す

る競争入札に参加するものに必要な資格の審査をいう。 

 ⑵ 入札参加資格要件審査 発注者がほ装工事または法面処理工事に係る入札公告

において入札参加資格要件として定めた建設機械およびオペレータによる施工を

行っていることを確認するための審査をいう。 

   第２章 建設機械の実地確認 

１ 競争入札参加資格の審査に必要な建設機械の実地確認 

 ⑴ 実地確認を行う建設機械の範囲 

   競争入札参加資格審査において実地確認を行う建設機械は、県内に主たる営業

所を有する建設業者でほ装工事の資格審査を申請しているものが所有するアスフ

ァルトフィニッシャー、マカダムローラーおよびタイヤローラーとする。 

   ただし、確認を行おうとする建設機械が競争入札資格審査の申請書（以下この

項において「申請書」という。）を受け付けた日前１年間に次項または第３項の規

定により確認を受けたものである場合は、この項の規定により確認を受けた建設

建設機械の確認に関する実施要領 

   第１章 総  則 

１ 趣旨 

  競争入札参加資格審査、入札参加資格要件審査における建設機械については、こ

の要領に定めるところにより、その所有および作動の状況ならびに当該建設機械の

運転または操作をするために必要な全ての技能者（以下「オペレータ」という。）の

存在について実地確認を行うものとする。 

２ 定義 

  この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定める

ところによる。 

 ⑴ 競争入札参加資格審査 建設工事の請負契約等に係る競争入札の参加者の資格

等（平成１０年福井県告示第７４９号）に定めるところにより、福井県が発注す

る競争入札に参加するものに必要な資格の審査をいう。 

 ⑵ 入札参加資格要件審査 発注者がほ装工事または法面処理工事に係る入札公告

において入札参加資格要件として定めた建設機械であることを確認するための審

査をいう。 

   第２章 建設機械の実地確認 

１ 競争入札参加資格の審査に必要な建設機械の実地確認 

 ⑴ 実地確認を行う建設機械の範囲 

   競争入札参加資格審査において実地確認を行う建設機械の範囲は、次に掲げる

とおりとする。 

  ア 県内に主たる営業所を有する建設業者でほ装工事の資格審査を申請している

ものが所有するアスファルトフィニッシャー、マカダムローラーおよびタイヤ

ローラー 

  イ 県内に主たる営業所を有する建設業者で法面処理工事の資格審査を申請して
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機械とみなす。 

 ⑵ 実地確認の時期 

  ア 実地確認は、申請書を受け付けた日から申請書の受付期間が終了した日後１

月を経過する日までの間に行うものとする。 

  イ アに定めるもののほか、次に定めるところにより、随時の確認を行うものと

する。 

   ⅰ アの規定により実地確認を行った日後、または第２項の規定による入札参

加資格要件審査に必要な建設機械の実地確認後、１年を経過した場合は、当

該１年を経過した日後１月以内に実地確認を行うものとする。 

   ⅱ 建設機械がリース機械である場合にあっては、リース契約が中途で解約さ

れていないことを確認するため、アの規定による確認を実施した日から１年

を経過した日後１月以内に、リース契約が継続していることを確認する書類

（リース先が原本証明をしたリース契約書の写し、賃借料の支払いを証明す

る書類の写し等）を提示させ、または提出させることにより、確認を行うも

のとする。 

 ⑶ 実地確認の場所 

   実地確認は、申請書を提出する土木事務所の管内で当該土木事務所の長が指定

する場所において行う。 

 ⑷ 実地確認をする者 

  ア 実地確認は、ほ装工事の監督職員としての経験を有する者のうち、当該土木

事務所の長が指定する職員が、資格審査の申請者またはその委任を受けた者の

立会いの上、行うものとする。 

  イ 建設機械の作動状況の実地確認を行うに当たっては、当該建設機械のオペレ

いるものが所有するモルタル吹きつけ機（モルタル吹きつけに必要な附属物一

式を含む。以下同じ。）、種子吹きつけ機（種子吹きつけに必要な附属物一式を

含む。以下同じ。）およびボーリングマシーン（アンカー工または鉄筋挿入工に

使用できるものに限る。以下同じ。）

    ただし、確認を行おうとする建設機械が競争入札資格審査の申請書（以下こ

の項において「申請書」という。）を受け付けた日前１年間に次項または第３項

の規定により確認を受けたものである場合は、この項の規定により確認を受け

た建設機械とみなす。 

 ⑵ 実地確認の時期 

  ア 実地確認は、申請書を受け付けた日から申請書の受付期間が終了した日後１

月を経過する日までの間に行うものとする。 

  イ アに定めるもののほか、次に定めるところにより、随時の確認を行うものと

する。 

   ⅰ アの規定により実地確認を行った日後、または第２項の規定による入札参

加資格要件審査に必要な建設機械の実地確認後、１年を経過した場合は、当

該１年を経過した日後１月以内に実地確認を行うものとする。 

   ⅱ 建設機械がリース機械である場合にあっては、リース契約が中途で解約さ

れていないことを確認するため、アの規定による確認を実施した日から１年

を経過した日後１月以内に、リース契約が継続していることを確認する書類

（リース先が原本証明をしたリース契約書の写し、賃借料の支払いを証明す

る書類の写し等）を提示させ、または提出させることにより、確認を行うも

のとする。 

 ⑶ 実地確認の場所 

   実地確認は、申請書を提出する土木事務所の管内で当該土木事務所の長が指定

する場所において行う。 

 ⑷ 実地確認をする者 

  ア 実地確認は、法面処理工事またはほ装工事の監督職員としての経験を有する

者のうち、当該土木事務所の長が指定する職員が、資格審査の申請者またはそ

の委任を受けた者の立会いの上、行うものとする。 

  イ 建設機械の作動状況の実地確認を行うに当たっては、当該建設機械のオペレ
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ータにより行わせるものとする。 

 ⑸ 実地確認の通知 

  ア ⑵アの規定により実地確認を行う場合は、あらかじめ、建設機械確認通知書

（別記様式第１号）により、申請者に通知するものとする。 

  イ ⑵イの規定により実地確認を行う場合にあっては、通知を行わないものとす

る。 

 ⑹ 実地確認する事項および確認の方法 

   建設機械の所有および作動状況の実地確認は、次に掲げる事項について行うも

のとし、その確認の方法は、それぞれ次に定めるところによるものとする。 

  ア 建設機械の所有の事実に関する確認 

    申請書のほ装工事施工体制実態調書（様式第５号）に記載された建設機械に

ついて、所有していることが確認できる資料として当該申請書に添付されてい

る市役所または町役場の資産証明、売買契約書の写し、車検証の写し、リース

契約書の写し等以外の資料（例えば、資格審査申請時に売買契約書の写しが添

付されていた場合は、資産証明書等）の提示を求め、申請書の添付書類および

写真と照合することにより、当該建設機械の所有の事実を確認する。 

  イ 建設機械の同一性に関する確認 

    申請書の添付書類およびアで提示を求めた市役所または町役場の資産証明、

売買契約書の写し、車検証の写し、リース契約書の写し等に記載された建設機

械と確認をする建設機械が同一のものであることを、メーカーの名称、型式等

により確認する。 

  ウ 建設機械の作動状況に関する確認 

    確認を行う建設機械を、オペレータが実際に作動させることにより、工事の

施工が可能であるかどうかを、ほ装工事の監督職員としての経験を有する職員

が確認する。この場合において、確認の方法を例示すると次の表のとおりであ

る。 

ータにより行わせるものとする。 

 ⑸ 実地確認の通知 

  ア ⑵アの規定により実地確認を行う場合は、あらかじめ、建設機械確認通知書

（別記様式第１号）により、申請者に通知するものとする。 

  イ ⑵イの規定により実地確認を行う場合にあっては、通知を行わないものとす

る。 

 ⑹ 実地確認する事項および確認の方法 

   建設機械の所有および作動状況の実地確認は、次に掲げる事項について行うも

のとし、その確認の方法は、それぞれ次に定めるところによるものとする。 

  ア 建設機械の所有の事実に関する確認 

    申請書の営業用機械器具調べ（様式第４号）に記載された建設機械について、

所有していることが確認できる資料として当該申請書に添付されている市役所

または町役場の資産証明、売買契約書の写し、車検証の写し、リース契約書の

写し等以外の資料（例えば、資格審査申請時に売買契約書の写しが添付されて

いた場合は、資産証明書等）の提示を求め、申請書の添付書類および写真と照

合することにより、当該建設機械の所有の事実を確認する。 

  イ 建設機械の同一性に関する確認 

    申請書の添付書類およびアで提示を求めた市役所または町役場の資産証明、

売買契約書の写し、車検証の写し、リース契約書の写し等に記載された建設機

械と確認をする建設機械が同一のものであることを、メーカーの名称、型式等

により確認する。 

  ウ 建設機械の作動状況に関する確認 

    確認を行う建設機械を、オペレータが実際に作動させることにより、工事の

施工が可能であるかどうかを、ほ装工事もしくは法面処理工事の監督職員とし

ての経験を有する職員が確認する。この場合において、確認の方法を例示する

と次の表のとおりである。 
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建設機械の種類 確認の方法（例） 

アスファルトフィニッシャー 走行確認およびフィーダ、スプレッダ、

タンパ、スクリードの作動確認等 

マカダムローラーおよびタイヤローラー 走行確認 

  エ 建設機械の規格の確認 

    ほ装工事の競争入札参加資格を申請している者が所有するアスファルトフィ

ニッシャー、マカダムローラーおよびタイヤローラーが次の要件に合致するも

のであるかを確認する。 

   ⅰ アスファルトフィニシャーにあっては、ほ装幅（伸長時）が３．３ｍ以上

であること。 

   ⅱ タイヤローラーにあっては、車輌の重量（バラストを含む最大時）が８ｔ

以上であること 

   ⅲ マカダムローラーにあっては、車輌の重量（バラストを含む最大時）が１

０ｔ以上であること。 

 ⑺ 確認結果の作成等 

  ア 実地確認を行った職員は、実地確認を行った建設機械１台ごとに建設機械確

認票（別記様式第２号）を作成しなければならない。 

  イ アの建設機械確認表は、入札事務担当者において、当該競争入札参加資格の

有効期間中保存しておくものとする。 

  ウ 所有および作動の確認ができなかった建設機械については、資格審査の申請

に必要な建設機械として認めてはならない。 

  エ 確認を行った後、確認を行った建設機械が存在しないことを知ったときは、

期間を定めて、建設機械の変更届の提出、資格の要件を満たす建設機械の購入

その他資格付与の条件を満たすために必要な是正措置を文書で指導するととも

に、その旨を直ちに土木管理課長に報告するものとする。 

  オ エの規定により報告を受けた土木管理課長は、福井県工事契約等に係る指名

停止等の措置要領の規定に基づく指名停止措置を検討するものとする。 

建設機械の種類 確認の方法（例） 

吹きつけ機 水の吹きつけ等

ボーリングマシーン スピンドルの回転および給進、鉛直方向

以外への削孔等

アスファルトフィニッシャー 走行確認およびフィーダ、スプレッダ、

タンパ、スクリードの作動確認等 

マカダムローラーおよびタイヤローラー 走行確認 

  エ ほ装工事に係る建設機械の規格の確認 

    ほ装工事の競争入札参加資格を申請している者が所有するアスファルトフィ

ニッシャー、マカダムローラーおよびタイヤローラーが次の要件に合致するも

のであるかを確認する。 

   ⅰ アスファルトフィニシャーにあっては、ほ装幅（伸長時）が３．３ｍ以上

であること。 

   ⅱ タイヤローラーにあっては、車輌の重量が８ｔ以上であること 

   ⅲ マカダムローラーにあっては、車輌の重量が１０ｔ以上であること。 

⑺ 確認結果の作成等 

  ア 実地確認を行った職員は、実地確認を行った建設機械１台ごとに建設機械確

認票（別記様式第２号）を作成しなければならない。 

  イ アの建設機械確認表は、入札事務担当者において、当該競争入札参加資格の

有効期間中保存しておくものとする。 

  ウ 所有および作動の確認ができなかった建設機械については、資格審査の申請

に必要な建設機械として認めてはならない。 

  エ 確認を行った後、確認を行った建設機械が存在しないことを知ったときは、

期間を定めて、建設機械の変更届の提出、資格の要件を満たす建設機械の購入

その他資格付与の条件を満たすために必要な是正措置を文書で指導するととも

に、その旨を直ちに土木管理課長に報告するものとする。 

  オ エの規定により報告を受けた土木管理課長は、福井県工事契約等に係る指名

停止等の措置要領の規定に基づく指名停止措置を検討するものとする。 
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２ 入札参加資格要件審査に必要な建設機械の実地確認 

  入札参加資格要件審査に必要な建設機械の実地確認については、この項に別段の

定めがあるものを除き、前項の規定を準用する。 

 ⑴ 実地確認を行う建設機械の範囲 

   実地確認を行う建設機械の範囲は、入札参加資格要件として設定された建設機

械とする。 

 ⑵ 建設機械に変更が生じた場合

   入札参加資格確認申請時の提出資料である「機械の保有状況およびオペレータ

の配置（様式第３の２）」（以下「確認資料」という。）に記載のある機械に変更が

生じた場合、確認資料を訂正し、理由書（任意様式）および当該理由を確認でき

る書類を添付し発注機関へ再提出させるものとする。

   なお、機械に変更が生じた理由が、機械の故障による修理中である場合には、

添付書類として、当該機械の修理が確認できる書類（修理に係る契約書の写し等）

を提出し、修理に係る代金支払い後に、その支払いを確認できる書類（領収書の

写し等）を提出させるものとする。

 ⑶ 実地確認の時期および場所 

   実地確認は、当該建設工事の請負契約締結後に、当該建設工事の現場において

行う。 

 ⑷ 確認結果の作成等 

  ア 実地確認を行った職員は、実地確認を行った建設機械1台ごとに建設機械確

認票（別記様式第２号）を作成しなければならない。 

  イ アの建設機械確認票は、入札事務担当者において、前項⑺アの規定により作

成した建設機械確認票と一連のものとして保存しておくものとする。 

 ⑸ 実地確認後の措置 

   実地確認を行った結果、確認資料に記載のある機械により工事を施工している

ことが確認できなかったときは、その旨を速やかに土木管理課長に報告するもの

とする。この場合において、土木管理課長は、報告を受けたときは、福井県工事

等契約に係る指名停止等の措置要領の規定に基づく指名停止措置を検討するもの

とする。 

２ 入札参加資格要件審査に必要な建設機械の実地確認 

  入札参加資格要件審査に必要な建設機械の実地確認については、この項に別段の

定めがあるものを除き、前項の規定を準用する。 

 ⑴ 実地確認を行う建設機械の範囲 

   実地確認を行う建設機械の範囲は、入札参加資格要件として設定された建設機

械とする。 

 ⑵ 実地確認の時期および場所 

   実地確認は、当該建設工事の請負契約締結後に、当該建設工事の現場において

行う。 

 ⑶ 確認結果の作成等 

  ア 実地確認を行った職員は、実地確認を行った建設機械1台ごとに建設機械確

認票（別記様式第２号）を作成しなければならない。 

  イ アの建設機械確認表は、入札事務担当者において、前項⑺アの規定により作

成した建設機械確認票と一連のものとして保存しておくものとする。 

 ⑷ 実地確認後の措置 

   実地確認を行った結果、入札参加資格確認申請時の提出資料である「機械の保

有状況およびオペレータの配置（様式第３号の２）」（以下「確認資料」という。）

に記載のある機械により工事を施工していることが確認できなかったときは、そ

の旨を速やかに土木管理課長に報告するものとする。この場合において、土木管

理課長は、報告を受けたときは、福井県工事等契約に係る指名停止等の措置要領

の規定に基づく指名停止措置を検討するものとする。 



建設機械の確認に関する実施要領 新旧対照表 

改 正 後 改 正 前 

   第３章 オペレータの実地確認 

 入札参加資格要件審査にあっては、前章に定めるもののほか、この章に定めるとこ

ろにより、確認資料に記載されたオペレータによる運転または操作がされていること

について実地確認を行うものとする。 

１ 実地確認の時期および場所 

  オペレータの実地確認は、前章第２項の規定による入札参加資格要件審査に必要

な建設機械の確認と同時に行うものとする。 

２ オペレータ変更の方法

   確認資料に記載のあるオペレータに変更が生じた場合、確認資料を訂正し、理

由書（任意様式）および当該理由を確認できる書類を添付し発注機関へ再提出さ

せるものとする。

３ 実地確認の方法 

 ⑴ 確認資料に記載のある機械の種類ごとに当該機械のオペレータとして記載のあ

る者について、運転免許証その他本人であることが確認できる写真付きの証明書

と照合することにより、本人確認を行うものとする。

   この場合において、当該工事の施工前に、建設機械およびオペレータ実地確認

申請書（別記様式第３号）を提出させるものとする。

⑵ 次の建設機械の種類に応じ、それぞれ次に定める運転または操作を、⑴により

本人確認を行ったオペレータが行っていることを確認するものとする。

  ア モルタル吹付け機 ガンマンにあっては、吹付け材料の投入、撹拌および圧

送までの作業を一連して３回以上、ノズルマンにあっては当該ガンマンが圧送

したモルタルの吹付け

  イ 種子吹付け機 種子散布

  ウ ボーリングマシン 設計図書に示された位置、削孔径、長さおよび方向での

削孔

  エ アスファルトフィニッシャー 敷設および敷均しに係る運転

  オ マカダムローラーおよびタイヤローラー 転圧に係る運転

  第３章 オペレータの実地確認 

 入札参加資格要件審査にあっては、前章に定めるもののほか、この章に定めるとこ

ろにより、当該建設機械のオペレータの存在について実地確認を行うものとする。 

１ 実地確認の時期および場所 

  オペレータの実地確認は、前章第２項の規定による入札参加資格要件審査に必要

な建設機械の確認と同時に行うものとする。 

２ 実地確認の方法 

 ⑴ 入札参加資格要件審査に必要なオペレータの実地確認の場合 

   確認資料に記載のある機械の種類ごとに当該機械のオペレータとして記載のあ

る者について、運転免許証その他本人であることが確認できる写真付きの証明書

と照合することにより、確認するものとする。 

   この場合において、法面処理工事に必要な建設機械のオペレータの確認を行う

ときは、当該工事の施工前に、オペレータ配置実地確認申請書（別記様式第３号）

を提出させるものとする。 
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４ 実地確認後の措置 

 ⑴ 前項の規定による確認を行った場合において、確認資料およびオペレータ配置

実地確認申請書（別記様式第３号）に記載のあるオペレータが当該機械を操作し

て工事を施工していることを確認できなかったときは、その旨を速やかに土木管

理課長に報告するものとする。 

 ⑵ 前号の規定により報告を受けた土木管理課長は、福井県工事契約等に係る指名

停止等の措置要領の規定に基づく指名停止措置を検討するものとする。 

   第４章 雑  則 

 この要領に定めのない事項およびこの要領に定める事項について疑義があるとき

は、この要領に基づいて実地確認を行う発注機関および福井県土木部土木管理課が協

議の上、決定するものとする。 

   附 則 

 この要領は、平成２２年５月２７日から施行する。 

   附 則（平成２２年１０月２８日） 

 この要領は、平成２２年１１月１日（以下「施行日」という。）から施行し、改正後

の第２章１⑴イおよび⑹エの規定は平成２２年度を基準年度とする資格審査に係る実

地確認から、第３章２⑴の規定は施行日以後に行う実地確認から適用する。 

   附 則（平成２３年４月２８日） 

 この要領は、平成２３年５月１日から施行し、改正後の第２章２⑷および第３章３

⑴の規定は、平成２２年度を基準年度とする資格審査に係る実地確認から適用する。

附 則（平成２４年３月２７日） 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 

附 則（平成２６年７月２５日）

 １ この要領は、平成２６年８月１日から施行する。

２ 改正後の第２章１の規定は平成２６年度を基準年度とする資格審査に係る実地

確認から適用し、当該年度より前の年度の資格審査に係る実地確認については、

３ 実地確認後の措置 

 ⑴ 前項の規定による確認を行った場合において、確認資料およびオペレータ配置

実地確認申請書（別記様式第３号）に記載のあるオペレータが当該機械を操作し

て工事を施工していることを確認できなかったときは、その旨を速やかに土木管

理課長に報告するものとする。 

 ⑵ 前号の規定により報告を受けた土木管理課長は、福井県工事契約等に係る指名

停止等の措置要領の規定に基づく指名停止措置を検討するものとする。 

   第４章 雑  則 

 この要領に定めのない事項およびこの要領に定める事項について疑義があるとき

は、この要領に基づいて実地確認を行う発注機関および福井県土木部土木管理課が協

議の上、決定するものとする。 

   附 則 

 この要領は、平成２２年５月２７日から施行する。 

   附 則（平成２２年１０月２８日） 

 この要領は、平成２２年１１月１日（以下「施行日」という。）から施行し、改正後

の第２章１⑴イおよび⑹エの規定は平成２２年度を基準年度とする資格審査に係る実

地確認から、第３章２⑴の規定は施行日以後に行う実地確認から適用する。 

   附 則（平成２３年４月２８日） 

 この要領は、平成２３年５月１日から施行し、改正後の第２章２⑷および第３章３

⑴の規定は、平成２２年度を基準年度とする資格審査に係る実地確認から適用する。

附 則 

 この要領は、平成２４年４月１日から施行する。 
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改 正 後 改 正 前 

なお従前の例による。

３ 改正後の第２章の２および第３章の規定は、平成２６年８月１日以降に入札公

告等を行う工事から適用し、平成２６年７月３１日以前に入札公告等を行った工

事については、従前の例による。


